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オリザ油化株式会社（本社：愛知県一宮市、代表取締役：村井弘道、以下「オリザ油化」）は、この度、

弊社食品原料、化粧品原料の合計 174 製品がインドネシア HALAL に対応し、インドネシア向け輸出が

公式に可能になったことをご報告いたします。 

 

オリザ油化では、イスラム教徒の人口増加、ハラール圏経済の拡大を念頭に置き、2011 年より

HALAL認証の取得を開始し、2025年現在、自社製品での認証取得数は 174製品に達しており、既に輸

出可能なマレーシア・台湾などを中心に製品輸出を拡げて参りました。 

現在、オリザ油化は NPO 法人日本アジアハラール協会様(NAHA)にて HALAL 認証を取得しており、

2025 年 2 月に、NPO 法人日本アジアハラール協会様が、インドネシアのハラール製品保証実施機関

(BPJPH)との相互認証を取得したことにより、当協会にて HALAL 認証を取得しておりますオリザ油化製

品 174 製品において、上記マレーシア・台湾などに加え、インドネシアへの輸出が公式に可能となりまし

た。 

【関連記事】 NPO 法人日本アジアハラール協会 HP (ニュースリリース) 

https://web.nipponasia-halal.org/archives/1989 

 

オリザ油化では、HALAL 認証取得の取り組みは、SDGs 目標 No.10 の 「人や国の不平等をなくそう」

へ関連すると考えており、HALAL 認証対応製品の増強に努め、世界に向けて幅広く製品提供を行って

参りました。今回、インドネシア HALAL 認証へ公式に対応したことによって、オリザ油化の製品がより多

くの人々へと届き、オリザ油化の経営理念である『世界の人々の健康と美を実現する。』へと繋がってい

くことを期待しています。 

今後も社員一同、ハラールへの理解を深め、国内外の顧客様のご要望にお応えできるよう、HALAL

認証対応製品の開発に挑んで参ります。 

 

【オリザ油化 HALAL対応製品一覧】 

  ・ 食品原料 

・ 化粧品原料 

   ※オリザ油化公式 HPからご覧になれます。 

 

オリザ油化、『インドネシア HALAL』に公式対応！ 

食品原料、化粧品原料 合計 174製品が輸出可能に！ 

https://www.oryza.co.jp/
https://web.nipponasia-halal.org/archives/1989
https://oryza.co.jp/product-search/halal-food/
https://oryza.co.jp/product-search/halal-cosme/
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【インドネシア HALALの現状】 

インドネシアでは、政府による独自のハラール認証制度が運用されており、中でも 2021年 2月 2日に

公布されたハラール製品保証の実施に関する政令 2021 年第 39 号では、海外からの輸入品を含み、イ

ンドネシア国内で流通する食料品などの取得、その表示を行う義務が 2024 年 10 月 17 日を履行期限と

して定めらました。これにより、日本からの輸入食料品についても、ハラール認証取得の準備が進めら

れていましたが、2024 年 10 月 18 日に公布された政令 2024 年第 42 号（政令 2021 年第 39 号の改正

令：以下、改正法）により、輸入食料品に対するハラール認証の取得義務履行期限が最長で 2026 年 10

月 17日まで延長されることが規定されています。(化粧品においても、2026年 10月 17日が履行期限。) 

インドネシアで有効なハラール認証の取得方法は大きく 2 つあり、BPJPH へ直接申請を行う方法、海

外のハラール認証機関（LHLN）を利用する方法があり、いずれの方法においても、インドネシア国内の

輸入者または公認代理人が行うこととされており、具体的には、日本からの輸出契約が成立した後に、

インドネシア側の輸入者または公認代理人に対し、ハラール証明書などの登録書類を送付する流れと

なります。 

【関連記事】 日本貿易機構 JETORO (インドネシアでのハラール認証表示義務化の現状) 

https://www.jetro.go.jp/biz/areareports/2025/627ac4d8be401ad5.html 
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